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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第123期
第１四半期
連結累計期間

会計期間
自　2019年４月１日
至　2019年６月30日

売上高 (千円) 2,592,044

経常利益 (千円) 33,389

親会社株主に帰属する
四半期純利益

(千円) 50,398

四半期包括利益 (千円) 49,526

純資産額 (千円) 5,606,045

総資産額 (千円) 14,221,656

１株当たり四半期純利益 (円) 18.03

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

(円) ―

自己資本比率 (％) 39.4
 

(注)１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　当社は当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しておりますので、前第１四半期連結累計

期間及び前連結会計年度の主要な経営指標等については記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

なお、従来関連会社であったシンパツサンライズ株式会社は、当社が全株式を取得したため、当第１四半期連結会

計期間より連結の範囲に含めております。

この結果、2019年６月30日現在で、当社グループは、当社及び連結子会社１社で構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 
 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社は2019年４月１日付で、シンパツサンライズ株式会社の全株式を取得し完全子会社化したことに伴い、当第１

四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しております。よって、当第１四半期連結累計期間が連結初年度

にあたるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度との比較は行っておりません。

　

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米中貿易摩擦の激化、英国のＥＵ離脱問題、中東情勢の緊迫

化などの影響により、依然として先行き不透明な状況が続いております。

当社と関連性が高いわが国海運・造船業界は、海運各社の業績は回復基調にあり、年度後半には、環境規制対応

工事のため不稼働となる船腹が増加することなども相俟って、市況は緩やかに改善するものと見込んでおります。

一方、国内造船所の新造船受注は中国、韓国造船所との競争激化もあり、本格的な市況の回復には今暫く時間を要

する見込みであります。

このような状況下にあって、当社では、環境規制対応の新型主機関の引合が増加していることから、今後の本格

的な市況の回復に備え、これらのＱＣＤトータルでの競争力強化への取り組みや、リードタイム短縮による生産拡

大に向けての準備、検討などを進めております。また、ここ数年、安定操業確保のため鋭意受注拡大を図ってきた

他製品向けの取り込み工事についても、新たな部品等の製造に取り組むなど更なる受注拡大に向け積極的な受注活

動を進めております。

当第１四半期連結累計期間の売上高の内訳は、主力製品である舶用内燃機関（主機関）が、ここ数年の新造船市

場の落ち込みの影響を受け販売台数が減少し10億６千１百万円、修理・部品等はほぼ横ばいの15億３千万円、全体

としては25億９千２百万円となりました。

損益面では、主機関におきまして販売価格の改善は進んでおりませんが、全方位で事業統合効果の刈り取りが順

調に進みコスト改善に寄与したこと、修理・部品等の販売は比較的堅調であったことなどから、営業利益は３千８

百万円、経常利益は３千３百万円となりました。また、シンパツサンライズ株式会社を完全子会社化したことによ

り、特別利益として負ののれん発生益(５千６百万円)を計上したことなどから、親会社に帰属する四半期純利益は

５千万円となりました。

　

流動資産は、108億９百万円となりました。主な内訳は、現金及び預金が32億７千５百万円、売上債権が31億５

千万円、原材料及び貯蔵品が21億９千４百万円、仕掛品が16億１千４百万円であります。

固定資産は、34億１千１百万円となりました。主な内訳は、建物及び構築物が16億８千８百万円であります。

この結果、資産合計は、142億２千１百万円となりました。

流動負債は、63億５百万円となりました。主な内訳は、仕入債務が、19億２千４百万円、短期借入金が12億円で

あります。

固定負債は、23億１千万円となりました。主な内訳は、長期借入金が13億７千１百万円であります。

この結果、負債合計は、86億１千５百万円となりました。

純資産合計は、56億６百万円となりました。主な内訳は、資本金が22億１千５百万円、資本剰余金が17億９百万

円、利益剰余金が16億６千万円であります。

 

(2) 経営方針・経営戦略等

 当第１四半期連結累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における当社の研究開発費の総額は、１億５千万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,000,000

計 4,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2019年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,800,000 2,800,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は100株であります。

計 2,800,000 2,800,000 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2019年４月１日～
2019年６月30日

― 2,800,000 ― 2,215,000 ― 1,709,750
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期連結会計期間は第１四半期連結会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期連結会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（2019年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 
① 【発行済株式】

2019年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 4,700
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,789,100
 

27,891 ―

単元未満株式 普通株式 6,200
 

― ―

発行済株式総数 2,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 27,891 ―
 

(注)「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式が70株含まれております。

 
② 【自己株式等】

2019年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ジャパンエンジン
コーポレーション

兵庫県明石市二見町南二見
１番地

4,700 ― 4,700 0.17

計 ― 4,700 ― 4,700 0.17
 

　

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

なお、当社は当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報を記載しておりま

せん。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2019年４月１日から2019年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

          (単位：千円)

          
当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

資産の部  

 流動資産  

  現金及び預金 3,275,711

  受取手形及び売掛金 ※１  2,824,954

  電子記録債権 ※１  325,468

  製品 521,965

  仕掛品 1,614,942

  原材料及び貯蔵品 2,194,661

  その他 57,902

  貸倒引当金 △5,854

  流動資産合計 10,809,752

 固定資産  

  有形固定資産  

   建物及び構築物（純額） 1,688,227

   その他（純額） 1,179,822

   有形固定資産合計 2,868,050

  無形固定資産 217,293

  投資その他の資産  

   投資その他の資産 333,653

   貸倒引当金 △7,092

   投資その他の資産合計 326,560

  固定資産合計 3,411,904

 資産合計 14,221,656

負債の部  

 流動負債  

  支払手形及び買掛金 828,211

  電子記録債務 1,095,878

  短期借入金 1,200,000

  1年内返済予定の長期借入金 554,000

  未払法人税等 46,078

  受注損失引当金 1,040,000

  賞与引当金 141,820

  製品保証引当金 66,792

  その他 1,332,794

  流動負債合計 6,305,576

 固定負債  

  長期借入金 1,371,500

  リース債務 665,329

  退職給付に係る負債 209,696

  資産除去債務 51,283

  その他 12,225

  固定負債合計 2,310,035

 負債合計 8,615,611
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          (単位：千円)

          
当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

純資産の部  

 株主資本  

  資本金 2,215,000

  資本剰余金 1,709,750

  利益剰余金 1,660,866

  自己株式 △7,869

  株主資本合計 5,577,747

 その他の包括利益累計額  

  その他有価証券評価差額金 48,793

  繰延ヘッジ損益 △1,913

  退職給付に係る調整累計額 △18,582

  その他の包括利益累計額合計 28,297

 純資産合計 5,606,045

負債純資産合計 14,221,656
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

売上高 2,592,044

売上原価 1,980,800

売上総利益 611,244

販売費及び一般管理費 573,017

営業利益 38,227

営業外収益  

 受取利息 10

 受取配当金 1,725

 その他 1,015

 営業外収益合計 2,751

営業外費用  

 支払利息 7,302

 その他 286

 営業外費用合計 7,589

経常利益 33,389

特別利益  

 負ののれん発生益 56,685

 固定資産売却益 6

 その他 1,707

 特別利益合計 58,399

特別損失  

 固定資産除却損 2,957

 特別損失合計 2,957

税金等調整前四半期純利益 88,832

法人税、住民税及び事業税 33,080

法人税等調整額 5,352

法人税等合計 38,433

四半期純利益 50,398

親会社株主に帰属する四半期純利益 50,398
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

四半期純利益 50,398

その他の包括利益  

 その他有価証券評価差額金 △1,780

 繰延ヘッジ損益 △1,465

 退職給付に係る調整額 2,374

 その他の包括利益合計 △871

四半期包括利益 49,526

（内訳）  

 親会社株主に係る四半期包括利益 49,526

 非支配株主に係る四半期包括利益 －
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

従来関連会社であったシンパツサンライズ株式会社は、当社が全株式を取得したため、当第１四半期連結会計

期間より連結の範囲に含めております。　

 
(追加情報)

(四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

当社グループは、当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しております。

なお、四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項は以下のとおりであります。

 
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び連結子会社の名称

（1）連結子会社の数

１社

（2）連結子会社の名称

シンパツサンライズ株式会社

 

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の四半期決算日は、四半期連結決算日と一致しております。

 
４．会計方針に関する事項

　　　　　　１　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　　その他有価証券

　　　　　　時価のあるもの

　　　　　　決算末日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

　　　　　　時価のないもの

　　　　　　移動平均法による原価法

 

　　　　　　２　デリバティブ取引等の評価基準及び評価方法

　　　　　　デリバティブ……時価法

 

　　　　　　３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　製品・仕掛品……個別法による原価法

　　　　　　原材料……移動平均法による原価法

　　　　　　なお、貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定しております。
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　　　　　　４　固定資産の減価償却の方法

　　　　　　有形固定資産(リース資産は除く)……定率法

　　　　　　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に取

　　　　　得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　　　　　　なお、耐用年数は以下の通りであります。

　　　　　　　　建物及び構築物　　　　　　３～50年

　　　　　　　　機械装置及び運搬具　　　　２～11年　

　　　　　　無形固定資産(リース資産は除く)……定額法

　　　　　　ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における見込利用可能期間(５年)による定額

　　　　　法を採用しております。

　　　　　　リース資産

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合は残価保証額）とする

　　　　　定額法を採用しております。

 

　　　　　　５　引当金の計上基準

　　　　　　(1) 貸倒引当金

　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。

　　　　　　一般債権……貸倒実績率法

　　　　　　貸倒懸念債権及び破産更生債権等……財務内容評価法

　　　　　　(2) 賞与引当金

　　　　　　従業員に対して支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち当四半期連結累計期間の負担

　　　　　額を計上しております。

　　　　　　(3) 製品保証引当金

　　　　　　売上製品の保証費用に充当するため、保証費用見積額を計上しております。

　　　　　　(4) 受注損失引当金

　　　　　　受注案件の損失に備えるため、当四半期連結会計期間末手持受注案件のうち当四半期連結会計期間

　　　　　末において損失が確実視され、かつ、その金額を合理的に見積ることができるものについては、四半

　　　　　期連結会計期間以降に発生が見込まれる損失を引当計上しております。

 
　　　　　６　 退職給付に係る会計処理の方法

　　　　　　①　退職給付見込額の期間帰属方法

　　　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当四半期連結会計期間末までの期間に帰属させ

　　　　　る方法については、期間定額基準によっております。　

　　　　　　②　数理計算上の差異の費用処理方法

　　　　　　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

　　　　　年数(11年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ

　　　　　ととしております。

 

EDINET提出書類

株式会社ジャパンエンジンコーポレーション(E01474)

四半期報告書

13/19



 

　　　　　　７　ヘッジ会計の方法

　　　　　　(1) ヘッジ会計の方法

　　　　　　　　原則として繰延ヘッジ処理によっております。

　　　　　　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　　ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下の通りであります。

　　　　　ヘッジ手段…為替予約取引

　　　　　ヘッジ対象…外貨建買入債務及び外貨建予定取引

　　　　　　(3) ヘッジ方針

　　　　　　　　規定されたリスク管理方法に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。

　　　　　　(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　　　　ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎に有

　　　　　　　効性を評価しております。

 

　　　　　　８　四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　　　　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能

　　　　　であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

 

　　　　　　９　その他四半期連結財務諸表作成のための重要な事項

 　　　　 　　消費税等の会計処理

　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

 
（役員退職慰労金制度の廃止）

　当社は、2019年５月９日開催の取締役会において、2019年６月27日開催の第122期定時株主総会終結の時を

もって従来の役員退職慰労金制度を廃止することを決議し、同株主総会で役員に対する退職慰労金の打ち切り

支給について承認可決されました。

　これに伴い、「役員退職慰労引当金」の全額を取崩し、打ち切り支給額の未払分を流動負債の「その他」及

び固定負債の「その他」に含めて表示しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

受取手形 44,313千円

電子記録債権 752
 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

 半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

減価償却費 98,126千円
 

　

(株主資本等関係)

    当第１四半期連結累計期間(自　2019年４月１日　至　2019年６月30日)

　

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2019年６月27日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 41,928 15 2019年３月31日 2019年６月28日

 

 

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 
(企業結合等関係)

取得による企業結合

　（１）企業結合の概要

当社は、2019年４月１日付でシンパツサンライズ株式会社の株式を取得して、完全子会社化しまし

た。　　　　

①被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：シンパツサンライズ株式会社

事業の内容：鉄工に関する請負、清掃及び警備請負、衣料販売、一般労働者派遣 等

②企業結合を行った主な理由

シンパツサンライズ株式会社は、当社が一部出資し、主に当社工場内の各種業務の請負、当社への

労働者派遣等を行う関連会社でありました。

今般、当社が全株式を取得し完全子会社化することで、より迅速かつフレキシブルに、同社のサー

ビスを充実させ、当社グループ全体としての業務の効率化を図るとともに、業容の拡大を目指してま

いります。

③企業結合日

2019年４月１日
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④企業結合の法的形式

株式取得

⑤結合後企業の名称

変更はありません。

⑥取得した議決権比率

直前に所有していた議決権比率　　　　　　　14.5%

企業結合日に追加取得した議決権比率　　　　85.5%

取得後の議決権比率　　　　　　　 　　　　100.0%　

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

　　当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 

　（２）四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　　　　2019年４月１日から2019年６月30日まで

 

　（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　　　　取得の対価　　　　　　現金　　15,200千円

　　　　取得原価　　　　　　　　　　　15,200

 
 （４）被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

　　　　1,707千円

 
　（５）発生した負ののれん発生益の金額、発生原因

　　　①発生した負ののれん発生益の金額

　　　　56,685千円

　　　②発生原因

　　　　取得時の時価純資産価額が取得原価を上回ったためであります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グル－プの事業は、舶用内燃機関の製造・販売及びこれらの付随業務の単一セグメントであるため、記載を省

略しております。

　

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

１株当たり四半期純利益 18円03銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 50,398

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 50,398

普通株式の期中平均株式数(株) 2,795,045
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2019年８月７日

株式会社ジャパンエンジンコーポレーション

取締役会  御中

東陽監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐　　藤 　眞　　治 印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 鎌　　田 　修　　誠 印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 西　　村 　仁　　志 印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジャパ

ンエンジンコーポレーションの2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2019

年４月１日から2019年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年６月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジャパンエンジンコーポレーション及び連結子会社の

2019年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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